
※人口については、平成30年３月31日現在の
　人口（41,335人）で計算しています。

平成29年度一般会計で町民一人当たりに
使われたお金（歳出）38万6,458円

町の貯金と借金（一般会計）

貯　金
（基金残高）平成29年度末

借　金
（町債残高）平成29年度末

51億994万円

163億6,128万円

平成29年度町民一人当たり
に換算した歳入

12万3,623円

39万5,821円

41万6,620円（円未満四捨五入）

民生費
54億8,739万円

34.4%

民生費
54億8,739万円

34.4%

教育費
16億3,084万円

10.2%

教育費
16億3,084万円

10.2%

公債費
15億7,401万円

9.9%

公債費
15億7,401万円

9.9%
総務費

22億9,587万円
14.4%

総務費
22億9,587万円

14.4%

衛生費
13億7,622万円
8.6%

商工費 2億9,735万円 1.9%

その他
1億 2,323万円 0.8%

消防費
8億3,011万円

5.2%

消防費
8億3,011万円

5.2%
土木費

12億7,031万円
8.0%

土木費
12億7,031万円

8.0%

災害復旧費
5億4,624万円
3.4%

農林水産業費
5億4,267万円
3.4%

町民一人当たり

町民一人当たり

民生費

平成29年度

※人口については、平
成30年３月31日現在
の人口（41,335人）で
計算しています。

総務費

衛生費 土木費

教育費

消防費

商工費 その他

公債費

災害復旧費 農林水産業費

３３，２９４円３３，２９４円

２０，０８３円２０，０８３円

２，９８１円２，９８１円

１３２，７５４円１３２，７５４円 ５５，５４３円５５，５４３円 ３９，４５４円３９，４５４円

３８，０７９円３８，０７９円 ３０，７３２円

７，１９４円７，１９４円

１３，２１５円１３，２１５円 １３，１２９円１３，１２９円

町税
70億3,878万円

40.9%

町税
70億3,878万円

40.9%

繰入金
5億5,923万円
3.2%

繰入金
5億5,923万円
3.2%

地方交付税
4億6,631万円 2.7%

町債
16億3,450万円

9.5%

町債
16億3,450万円

9.5%

地方譲与税
1億9,871万円
1.2%

地方消費税交付金
7億6,338万円
4.4%

国庫支出金
24億2,226万円

14.1%

県支出金
15億6,755万円

9.1%

その他（依存財源）
1億2,956万円
0.7%

その他（自主財源）
2億3,201万円 1.3%

繰越金
11億3,992万円
6.6%

繰越金
11億3,992万円
6.6%

使用料・手数料
1億6,549万円 1.0%

分担金・負担金
3億5,628万円  2.1%

財産収入
5億4,700万円
3.2%

自主財源
100億3,871万円

58.3%

自主財源
100億3,871万円

58.3%

依存財源
71億8,227万円

41.7%

依存財源
71億8,227万円

41.7%
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問
財
政
課　
財
政
係　
☎（
２
３
２
）２
１
３
０

平
成
29
年
度
決
算
に
つ
い
て
、
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た

税
金
や
、
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
や
交
付
金
な
ど
が
ど
の
よ
う
に

使
わ
れ
た
の
か
、
一
般
会
計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

※
端
数
調
整
の
た
め
、
内
訳
と
グ
ラ
フ
の
数
値
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

決算

町税の内訳
固定資産税 34億6,107万円 49.2%

うち土地  8億4,569万円
うち家屋 15億1,098万円
うち償却資産 10億6,808万円
うち交付金 3,632万円

個人町民税 21億1,388万円 30.0%
法人町民税 9億9,805万円 14.2%
町たばこ税 3億5,217万円 5.0%
軽自動車税 1億1,361万円 1.6%

その他（依存財源）の内訳
地方特例交付金 3,580万円
自動車取得税交付金 2,504万円
株式等譲渡所得割交付金 1,835万円
ゴルフ場利用税交付金 1,636万円
配当割交付金 1,264万円
交通安全対策特別交付金 935万円
利子割交付金 901万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 301万円

その他（自主財源）の内訳
諸収入 2億2,435万円
寄付金 766万円

その他の内訳
議会費 1億2,028万円
労働費 295万円

（ ）

172億2,098万円
（前年度比10億8,040万円増）

159億7,424万円
（前年度比９億7,358万円増）

歳
出

　
歳
出
を
目
的
別
に
み
る
と
、
民
生
費
が
54
億

８
，
７
３
９
万
円
で
全
体
の
34
・
４
％
を
占
め

て
最
も
多
く
、
次
い
で
総
務
費
が
22
億
９
，
５

８
７
万
円（
14
・
４
％
）、
教
育
費
が
16
億
３
，

０
８
４
万
円（
10
・
２
％
）、
続
い
て
公
債
費
、

衛
生
費
の
順
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
歳
出
総
額
を
、
平
成
30
年
３
月
31
日
現
在
の

人
口
４
１
，
３
３
５
人
で
割
る
と
、
町
民
一
人

あ
た
り
38
万
６
，
４
５
８
円
が
使
わ
れ
た
計
算

に
な
り
ま
す
。

　
次
の
ペ
ー
ジ
で
、
平
成
29
年
度
の
主
な
事
業

内
容
を
紹
介
し
ま
す
。

　
平
成
29
年
度
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入

が
１
７
２
億
２
，
０
９
８
万
円
、
歳
出
が
１
５

９
億
７
，
４
２
４
万
円
で
、
歳
入
か
ら
歳
出
を

差
し
引
く
と
12
億
４
，
６
７
４
万
円
の
黒
字
と

な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
５
億
３
，
４
６
６
万

円
は
平
成
30
年
度
に
繰
り
越
し
て
行
う
事
業
費

に
充
て
る
た
め
、
実
際
に
は
７
億
１
，
２
０
８

万
円
の
黒
字
で
す
。

　
ま
た
、
前
年
度
末
に
比
べ
、
町
の
貯
金
で
あ

る
基
金
は
４
億
８
，
６
０
５
万
円
増
加
し
て
51

億
９
９
４
万
円
に
、
町
の
借
金
で
あ
る
町
債
は

１
億
８
，
３
７
７
万
円
増
加
し
て
１
６
３
億
６
，

１
２
８
万
円
に
な
り
ま
し
た
。

歳
入

　
歳
入
は
、
町
税
や
使
用
料
な
ど
町
独
自
で
確

保
す
る
「
自
主
財
源
」
と
、
地
方
交
付
税
や
国

県
支
出
金
な
ど
国
や
県
の
基
準
に
基
づ
き
交
付

さ
れ
る
「
依
存
財
源
」
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

　
「
自
主
財
源
」
は
全
体
の
58
・
３
％
で
、
そ

の
主
な
も
の
は
町
税
70
億
３
，
８
７
８
万
円
、

繰
越
金
11
億
３
，
９
９
２
万
円
、
繰
入
金
５
億

５
，
９
２
３
万
円
、
財
産
収
入
５
億
４
，
７
０

０
万
円
な
ど
で
す
。

　
一
方
「
依
存
財
源
」
は
全
体
の
41
・
７
％
で
、

国
庫
支
出
金
24
億
２
，
２
２
６
万
円
、
町
債
16

億
３
，
４
５
０
万
円
、
県
支
出
金
15
億
６
，
７

５
５
万
円
、
地
方
消
費
税
交
付
金
７
億
６
，
３

３
８
万
円
、
地
方
交
付
税
４
億
６
，
６
３
１
万

円
な
ど
で
す
。

一
般
会
計
の
決
算
の
状
況

一般会計

歳出
一般会計

歳入
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土地取得
特別会計

歳入 102万円 介護保険
特別会計

歳入 24億9,359万円

歳出 102万円 歳出 23億2,287万円

国民健康保険
特別会計

歳入 44億6,487万円 後期高齢者医療
特別会計

歳入 3億3,497万円

歳出 42億1,332万円 歳出 3億2,515万円

　
平
成
29
年
度
決
算
に
基
づ
く
「
健
全
化

判
断
比
率
」
と
「
資
金
不
足
比
率
」
を
算

定
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
は
、
こ
れ
ら
の
比
率
か
ら
地
方
公

共
団
体
の
財
政
状
況
悪
化
の
様
子
を
捉
え
、

早
い
う
ち
か
ら
健
全
化
を
図
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
も
の
で
す
。

【
健
全
化
判
断
比
率
】

　
健
全
化
判
断
比
率
に
は
、
❶
～
❹
の
４

つ
の
指
標
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
は
、
主

に
地
方
公
共
団
体
の
標
準
的
な
状
態
で
収

入
さ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
財
源
で
あ
る

「
標
準
財
政
規
模（
平
成
29
年
度
は
約
84
億

円
）」
に
対
す
る
比
率
で
す
。

　
い
ず
れ
の
指
標
も
、
早
期
健
全
化
基
準

を
下
回
っ
て
お
り
、
本
町
の
財
政
は
比
較

的
健
全
な
状
況
に
あ
る
と
い
え
ま
す
。

❶
実
質
赤
字
比
率

　
一
般
会
計
等（
下
表
参
照
）の
実
質
赤
字

の
比
率
を
い
い
ま
す
。
当
年
度
は
約
７
億

円
の
実
質
黒
字
と
な
っ
た
た
め
、
実
質
赤

字
比
率
は
あ
り
ま
せ
ん
。

❷
連
結
実
質
赤
字
比
率

　
一
般
会
計
等
に
加
え
、
公
営
事
業
会
計

お
よ
び
公
営
企
業
会
計（
下
表
参
照
）を
連

結
し
た
実
質
赤
字
の
比
率
で
す
。
当
年
度

は
い
ず
れ
の
特
別
会
計
も
実
質
黒
字
で
あ

り
、
連
結
で
約
13
億
円
の
実
質
黒
字
と

な
っ
た
た
め
、
連
結
実
質
赤
字
比
率
は
あ

り
ま
せ
ん
。

❸
実
質
公
債
費
比
率

　
一
般
会
計
等
の
公
債
費
に
、
一
般
会
計

が
実
質
的
に
負
担
し
た
、
そ
の
他
の
特
別

会
計
の
公
債
費
な
ど
を
加
え
た
比
率
を
い

い
ま
す
。
当
年
度
は
８
・
４
％
と
な
り
ま

し
た
。

❹
将
来
負
担
比
率

　
地
方
債
残
高
や
将
来
支
払
う
可
能
性
の

あ
る
そ
の
他
の
負
担
の
比
率
を
い
い
ま
す
。

将
来
負
担
額
よ
り
充
当
可
能
財
源
等
が
大

き
い
た
め
、「

―（
数
値
な
し
）」
と
な
っ

て
い
ま
す
。

平
成
29
年
度
の
主
な
事
業
内
容

町
の
財
政
は
健
全
な
状
態
健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率

特別会計
一般会計の他、４つの特別会計の決算については、次のとおりです。

資金不足比率 経営健全化基準

下水道事業会計 ― 20.00%

※資金不足比率が経営健全化基準以上の場合は「経営健
全化団体」とされ、経営健全化計画を定めなければな
りません。

※「―」の表示は、赤字額がないため「数値なし」となっ
たものです。

「平成29年度決算審査」
　町監査委員からは、決算などの審査の結果、

「審査に付された各指標と算定の基礎となる
事項を記載した書類は、いずれも適正に作成
されている。各指標を見る限り、数値に多少
の増減はあるものの、町の財政運営は適正に
行われていると認識している。しかしながら、
平成28年熊本地震から完全に復興したとは
いえないため、今後の財政運営も慎重にお願
いしたい」との意見がありました。

会計等の名称 健全化判断比率

一般会計等

一般会計 実
質
赤
字
比
率 連

結
実
質
赤
字
比
率 実

質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

土地取得特別会計

公営事業会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

公営企業会計 下水道事業会計
資
金
不
足

比
率

一部事務組合
・広域連合

菊池広域連合

菊池環境保全組合

大津菊陽水道企業団

熊本県市町村総合事務組合

熊本県後期高齢者医療広域連合

【健全化判断比率・資金不足比率の対象範囲】 【資金不足比率】
　公営企業の資金不足を料金収入などの規模
と比較したものです。下水道事業会計は実質
黒字となったため、資金不足比率はありませ
ん。

民
生
費

　
社
会
福
祉
、
老
人
福
祉
、
障
が
い
者
福

祉
、
児
童
福
祉
、
児
童
手
当
、
ひ
と
り
親

家
庭
・
寡
婦
対
策
、
保
育
所（
私
立
を
含

む
）の
運
営
な
ど
に
54
億
８
，
７
３
９
万

円
支
出
し
ま
し
た
。
う
ち
、
熊
本
地
震
関

連
で
は
、
災
害
見
舞
金
や
被
災
住
宅
の
応

急
修
理
補
助
金
な
ど
合
わ
せ
て
９
，
３
７

１
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
へ
２

億
５
，
２
２
０
万
円
、
介
護
保
険
特
別
会

計
へ
３
億
８
０
６
万
円
繰
り
出
し
、
後
期

高
齢
者
医
療
対
策
と
し
て
広
域
連
合
へ
の

負
担
金
と
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
合
わ
せ

て
３
億
７
，
５
６
３
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

総
務
費

　
各
地
区
施
設（
放
送
施
設
、
街
灯
な
ど
）

の
整
備
、
交
通
安
全
対
策
、
防
犯
灯
の
設

置
、
町
内
巡
回
バ
ス
の
運
行
、
電
算
シ
ス

テ
ム
の
運
用
、
土
地
取
得
特
別
会
計
へ
の

繰
出
金
な
ど
に
16
億
１
，
２
５
１
万
円
支

出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
財
政
調
整
基
金
積
立
金
と
し
て

６
億
８
，
３
３
６
万
円
積
み
立
て
ま
し
た
。

教
育
費

　
武
蔵
ヶ
丘
北
小
学
校
増
築
事
業
の
工
事

費
と
し
て
２
億
４
，
８
１
８
万
円
、
菊
陽

北
小
学
校
増
築
事
業
の
工
事
費
と
し
て
１

億
６
，
３
７
２
万
円
、
武
蔵
ヶ
丘
中
学
校

改
修
事
業
の
工
事
費
と
し
て
９
，
７
１
０

万
円
、
各
小
中
学
校
の
運
営
費
、
外
国
青

年
招
致
事
業
、
幼
児
教
育
な
ど
に
８
億
６
，

９
５
８
万
円
、
図
書
館
や
生
涯
学
習
施
設

の
運
営
、
生
涯
学
習
、
青
少
年
育
成
、
文

化
振
興
、
人
権
教
育
・
啓
発
の
推
進
な
ど

の
社
会
教
育
費
に
２
億
１
，
５
２
０
万
円
、

社
会
体
育
費
に
３
，
７
０
６
万
円
支
出
し

ま
し
た
。

衛
生
費

　
子
ど
も
医
療
費
助
成
、
予
防
接
種
、
健

康
相
談
、
集
団
検
診
、
清
掃
費
な
ど
に
10

億
７
，
８
４
１
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
ご
み
処
理
の
負
担
金
と
し
て
菊

池
環
境
保
全
組
合
に
２
億
６
，
４
８
９
万

円
、
し
尿
処
理
の
負
担
金
と
し
て
菊
池
広

域
連
合
に
３
，
２
９
２
万
円
支
出
し
ま
し

た
。土

木
費

　
道
路
新
設
改
良
事
業
、
町
道
・
公
園
・

町
営
住
宅
の
維
持
管
理
な
ど
に
６
億
１
，

７
４
３
万
円
、
土
地
区
画
整
理
事
業
に
３

億
６
，
０
０
９
万
円
支
出
し
、
公
共
下
水

道
事
業
分
と
し
て
２
億
９
，
２
７
９
万
円

繰
り
出
し
ま
し
た
。

消
防
費

　
菊
池
広
域
連
合
へ
の
負
担
金
と
し
て
３

億
３
，
３
５
４
万
円
支
出
し
、
消
防
団
活

動
、
各
地
区
消
防
施
設
の
整
備
な
ど
に
１

億
87
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

災
害
復
旧
費

　
平
成
28
年
熊
本
地
震
の
復
旧
事
業
費
と

し
て
、
被
災
農
業
者
向
け
経
営
体
育
成
支

援
事
業
に
２
億
５
，
５
５
８
万
円
、
庁
舎
、

町
民
体
育
館
、
光
の
森
町
民
セ
ン
タ
ー
等

復
旧
に
２
億
２
，
２
６
１
万
円
、
道
路
復

旧
に
８
，
２
１
４
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

農
林
水
産
業
費

　
農
業
の
振
興
、
農
道
や
水
路
な
ど
の
整

備
、
町
有
林
の
管
理
な
ど
に
２
億
７
，
９

０
４
万
円
、
菊
陽
町
総
合
交
流
タ
ー
ミ
ナ

ル
施
設（
さ
ん
ふ
れ
あ
）改
修
な
ど
に
２
億

３
，
７
４
８
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。
ま

た
、
農
業
集
落
排
水
事
業
分
と
し
て
２
，

６
１
５
万
円
繰
り
出
し
ま
し
た
。

商
工
費

　
商
工
・
観
光
振
興
に
４
，
３
９
０
万
円

を
支
出
し
ま
し
た
。
ま
た
、
企
業
誘
致
費

と
し
て
２
億
５
，
３
４
５
万
円
を
支
出
し

ま
し
た
。

◦被災者支援
災害廃棄物等処理事業
� 7億1,734万円
被災農業者向け経営体育成支援事業
� 2億5,558万円
被災住宅応急修理補助
� 6,796万円

◦災害復旧事業
道路災害復旧事業
� 8,214万円
庁舎関係災害復旧事業
� 8,047万円
町民体育館災害復旧事業
� 5,003万円

主な事業（抜粋）

平成28年熊本地震からの
復旧・復興事業費

総額 14億5,572万円

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

❶実質赤字比率 ― 13.65% 20.00%

❷連結実質赤字比率 ― 18.65% 30.00%

❸実質公債費比率 8.4% 25.0% 35.0%

❹将来負担比率 ― 350.0%

※４つの指標のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合は「早
期健全化団体」とされ、財政健全化計画を、３つの指標のうち、
いずれかが財政再生基準以上の場合は「財政再生団体」とされ、
財政再生計画を定めなければなりません。

※「―」の表示は、赤字額がないため「数値なし」となったものです。
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